
１　共済目的の種類別の概数、引受実績及び計画

共済目的等

項　目 半 相 殺 全 相 殺 品 質 地 域 ｲ ﾝ ﾃ ﾞ ｯ ｸ ｽ

人

80,791

前 年 度
引 受 実 績

54,715 1,049,302 137,663 0 898

本 年 度
引 受 計 画

54,715 940,128 163,772 0 816

％

67.7

共済目的等

項　目 半 相 殺 全 相 殺 災 害 収 入 地 域 ｲ ﾝ ﾃ ﾞ ｯ ｸ ｽ

前 年 度
引 受 実 績

3,292 22 0 0

本 年 度
引 受 計 画

3,300 22 0 0

本 年 度
予 定 引 受 率

区 域 内 の 概 数

区 域 内 の 概 数

本 年 度
予 定 引 受 率

組 合 員 数

41,800

％

7.9

令和７年度 事業予定計画書

農 作 物 共 済

水 稲

a

2,095,500

％

52.7

農 作 物 共 済

麦

a



共済目的等

項　目

頭 頭 頭 頭 頭 頭 頭 頭

5,714 1,519 4,204 21,813 0 4,252 47,523 0

6,807 3,964 4,437 36,979 0 521 21,135 0

(383) (4,940)

6,762 3,935 4,395 36,393 0 4,111 25,074 0

(380) (4,862)
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

118.3 259.1 104.5 166.8 - 96.7 52.8 -

共済目的等

項　目

頭 頭 頭 頭 頭

7,233 26,017 0 4,252 0

7,603 15,306 0 0 0

7,481 14,686 0 2,214 0

％ ％ ％ ％ ％

103.4 56.4 - 52.1 -

区域内の概数

前 年 度
引 受 実 績

本 年 度
引 受 計 画

家 畜 共 済

死 亡 廃 用 共 済

搾 乳 牛
育 成 乳 牛

( 子 牛 等 )

繁 殖 用

雌 牛

育成・肥育牛

( 子 牛 等 )

育 成 ・

肥 育 馬

一 般 馬 種 豚
肉 用 種

種 雄 牛

種 豚 肉 豚
肉 用 種

種 雄 牛

区域内の概数

前 年 度
引 受 実 績

本 年 度
引 受 計 画

本 年 度
予 定 引 受 率

本 年 度
予 定 引 受 率

家 畜 共 済

疾 病 傷 害 共 済

乳 用 牛 肉 用 牛



共済目的等

なつみかん り　ん　ご

項　目 半 相 殺
全相殺
減 　収

災害収入 半 相 殺 半 相 殺
全相殺
減 　収

災害収入 半 相 殺

ａ ａ

3,360 3,493

前 年 度
引 受 実 績

2,058 0 2,496 83 1,112 0 2,755 254

本 年 度
引 受 計 画

1,967 0 2,466 75 1,082 0 2,728 256

％ ％

2.2 7.3

共済目的等

な　し

項　目 半 相 殺 災害収入 半 相 殺

ａ ａ ａ ａ ａ ａ ａ

8,726 87,803 3,360 55,576 3,493 14,209 8,726

前 年 度
引 受 実 績

1,177 352 236 73 0 50 0 9 0

本 年 度
引 受 計 画

1,129 352 240 74 0 50 0 9 0

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

2.8 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0

ぶ ど う
うんしゅう
み か ん

な　つ
みかん

指　　定
かんきつ

り ん ご

6.9

うんしゅうみかん 指定かんきつ

ａ

55,576

％

87,803

な　し

区 域 内 の 概 数
14,209

果 樹 共 済

収 穫 共 済

果 樹 共 済

樹 体 共 済収 穫 共 済

ａ

本 年 度
予 定 引 受 率

％

ぶ　ど　う

区 域 内 の 概 数

5.0

本 年 度
予 定 引 受 率

％

10.4

ａ



共済目的等

地　域

項　目 ｲﾝﾃﾞｯｸｽ

前 年 度
引 受 実 績

3,411 1,490 0

本 年 度
引 受 計 画

3,355 1,188 0

共済目的等

項　目

甲 乙

棟 棟 棟 棟 棟 棟 棟 棟 棟 棟

1 33 0 7,244 186 306 81 62 390 3

前 年 度
引 受 実 績

1 18 0 4,598 91 110 39 49 196 2

本 年 度
引 受 計 画

1 18 0 4,739 101 110 39 49 208 2

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

100.0 54.5 - 65.4 54.3 35.9 48.1 79.0 53.3 66.7

区域内の概数

本 年 度
予 定 引 受 率

Ⅰ 類 Ⅱ 類 Ⅰ 類 Ⅱ 類

園 芸 施 設 共 済

ガ ラ ス 室 プ ラ ス チ ッ ク ハ ウ ス

Ⅳ 類
Ⅴ 類 Ⅵ 類 Ⅶ 類Ⅲ 類

本 年 度
予 定 引 受 率

％

畑 作 物 共 済

大 豆

半 相 殺 全 相 殺

区域内の概数

ａ

40,300

11.3



共済目的等

項　目

棟 台

130,000 81,100

前 年 度
引 受 実 績

88,638 9,263

本 年 度
引 受 計 画

88,990 9,381

％ ％

68.5 11.6

(農業経営収入保険)

経営体

項　目

件 件 件

5,908 588 6,496

前 年 度
引 受 実 績

1,221 288 1,509

本 年 度
引 受 計 画

1,319 311 1,630

％ ％ ％

22.3 52.9 25.1

収 入 保 険

個 人 法 人 合 計

区 域 内 の 概 数

本 年 度
予 定 引 受 率

任 意 共 済

農 家 建 物 農 機 具

区 域 内 の 概 数

本 年 度
予 定 引 受 率



２　農業共済事業の規模

（１）農作物、家畜、果樹、畑作物、園芸施設共済事業の規模

共済目的等
総　 額

Ａ
国庫負担金

Ｂ
農家負担金

Ｃ

940,128 ａ 1,049,302 ａ 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

38,182,642 ㎏ 42,616,681 ㎏ 7,092,968 117,176 58,584 58,592 54 58,530 117,122

163,772 ａ 137,663 ａ

6,924,447 ㎏ 5,820,511 ㎏ 1,304,955 28,371 14,185 14,186 9 14,176 28,362

0 ａ 0 ａ

0 ㎏ 0 ㎏ 0 0 0 0 0 0 0
地 域 816 ａ 898 ａ

イ ン デ ッ ク ス 38,535 ㎏ 42,408 ㎏ 7,288 58 29 29 0 29 58

3,300 ａ 3,292 ａ

50,149 ㎏ 50,029 ㎏ 1,131 15 7 8 0 7 15

22 ａ 22 ａ

262 ㎏ 262 ㎏ 5 0 0 0 0 0 0

0 ａ 0 ａ

0 ㎏ 0 ㎏ 0 0 0 0 0 0 0
地 域 0 ａ 0 ａ

イ ン デ ッ ク ス 0 ㎏ 0 ㎏ 0 0 0 0 0 0 0

1,108,038 ａ 1,191,177 ａ

45,196,035 ㎏ 48,529,891 ㎏ 8,406,347 145,620 72,805 72,815 63 72,742 145,557

6,762
頭

6,807
頭

1,557,899 93,862 46,930 46,932 15 46,915 93,847

3,935
頭

3,964
頭

650,824 7,817 3,908 3,909 5 3,903 7,812

4,395
頭

4,437
頭

1,075,538 9,511 4,755 4,756 10 4,745 9,501

36,393
頭

36,979
頭

13,298,318 68,238 34,119 34,119 132 33,987 68,106

0
頭

0
頭

0 0 0 0 0 0 0

4,111
頭

521
頭

206,196 13,262 5,304 7,958 1 5,303 13,261

25,074
頭

21,135
頭

261,067 49,100 19,640 29,460 2 19,638 49,098

0
頭

0
頭

0 0 0 0 0 0 0

80,670
頭

73,843
頭

17,049,842 241,790 114,656 127,134 165 114,491 241,625

7,481
頭

7,603
頭

279,616 98,399 49,199 49,200 2 49,197 98,397

14,686
頭

15,306
頭

385,792 62,138 31,069 31,069 3 31,066 62,135

0
頭

0
頭

0 0 0 0 0 0 0

2,214
頭

0
頭

14,650 13,740 5,496 8,244 0 5,496 13,740

0
頭

0
頭

0 0 0 0 0 0 0

24,381
頭

22,909
頭

680,058 174,277 85,764 88,513 5 85,759 174,272
計

種 豚

乳 用 牛

半 相 殺

品 質

全 相 殺

肉 用 牛 種 雄 牛

肉 豚

肉 用 牛 種 雄 牛

災 害 収 入

備　考

全 相 殺

共 済 掛 金
保 険 料

Ｄ

手持共済掛金

項　目 交付金又は
納入保険料

 
 Ｅ＝Ｂ－Ｄ

引 受

本年度予定 前年度実績

育 成 乳 牛

繁 殖 用 雌 牛

一 般 馬

育 成 ・ 肥 育 馬

共済金額

肉 用 牛

種 豚

育 成 ・ 肥 育 牛

疾

病

傷

害

共

済

農

作

物

水 稲

麦

半 相 殺

計

家

畜

死

亡

廃

用

共

済

搾 乳 牛

計



項  目

共済目的等
総　 額

Ａ
国庫負担金

Ｂ
農家負担金

Ｃ

ａ ａ 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,967 2,058 25,314 449 224 225 84 140 365

全 相 殺 減 収
0

ａ
0

ａ
0 0 0 0 0 0 0

災 害 収 入
2,466

ａ
2,496

ａ
55,201 960 480 480 189 291 771

な つ
み か ん

半 相 殺
75

ａ
83

ａ
730 8 4 4 3 1 5

半 相 殺
1,082

ａ
1,112

ａ
18,570 329 164 165 33 131 296

全 相 殺 減 収
0

ａ
0

ａ
0 0 0 0 0 0 0

災 害 収 入
2,728

ａ
2,755

ａ
76,896 1,460 730 730 135 595 1,325

り ん ご 半 相 殺
256

ａ
254

ａ
10,937 534 267 267 350 △ 83 184

半 相 殺
1,129

ａ
1,177

ａ
140,440 834 417 417 104 313 730

災 害 収 入
352

ａ
352

ａ
59,200 552 276 276 107 169 445

な し 半 相 殺
240

ａ
236

ａ
8,619 367 183 184 243 △ 60 124

10,295
ａ

10,523
ａ

395,907 5,493 2,745 2,748 1,248 1,497 4,245

74
ａ

73
ａ

7,294 29 14 15 1 13 28

0
ａ

0
ａ

0 0 0 0 0 0 0

50
ａ

50
ａ

17,537 23 11 12 1 10 22

0
ａ

0
ａ

0 0 0 0 0 0 0

9
ａ

9
ａ

5,300 37 18 19 2 16 35

0
ａ

0
ａ

0 0 0 0 0 0 0

133
ａ

132
ａ

30,131 89 43 46 4 39 85

果

樹

収

穫

共

済

う ん し ゅ う
み か ん

半 相 殺

指 定
か ん き つ

計

指 定 か ん き つ

う ん し ゅ う み か ん

樹

体

共

済

計

備　考

本年度予定 前年度実績

引 受

共済金額
保 険 料

Ｄ

交付金又は
納入保険料

 
 Ｅ＝Ｂ－Ｄ

ぶ ど う

な し

手持共済掛金

な つ み か ん

り ん ご

ぶ ど う

共 済 掛 金



項  目

共済目的等
総　 額

Ａ
国庫負担金

Ｂ
農家負担金

Ｃ

3,355
ａ

3,411
ａ 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

25,457
㎏

25,885
㎏

3,563 353 194 159 204 △ 10 149

1,188
ａ

1,490
ａ

10,304
㎏

12,921
㎏

1,400 53 29 24 27 2 26

0
ａ

0
ａ

0
㎏

0
㎏

0 0 0 0 0 0 0

4,543 ａ 4,901 ａ

35,761 ㎏ 38,806 ㎏ 4,963 406 223 183 231 △ 8 175

1
棟

1
棟

1,631 2 1 1 0 1 2

18
棟

18
棟

56,817 18 6 12 2 4 16

0
棟

0
棟

0 0 0 0 0 0 0

4,739
棟

4,598
棟

3,838,481 28,704 12,817 15,887 6,783 6,034 21,921

101
棟

91
棟

724,016 1,773 777 996 187 590 1,586

甲
110

棟

110
棟

587,791 1,999 893 1,106 317 576 1,682

乙
39

棟

39
棟

430,222 178 67 111 19 48 159

49
棟

49
棟

404,826 388 164 224 29 135 359

208
棟

196
棟

62,046 1,029 507 522 242 265 787

2
棟

2
棟

913 55 23 32 11 12 44

5,267
棟

5,104
棟

6,106,743 34,146 15,255 18,891 7,590 7,665 26,556

32,673,991 601,821 291,491 310,330 9,306 282,185 592,515

保 険 料

Ｄ

交付金又は
納入保険料

 
 Ｅ＝Ｂ－Ｄ

計

Ⅳ 類

共済金額

地 域
イ ン デ ッ ク ス

引 受

Ⅰ 類

Ⅱ 類

Ⅶ 類

Ⅵ 類

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

ハ

ウ

ス

計

Ⅲ 類

Ⅱ 類

備　考

本年度予定 前年度実績

手持共済掛金

Ⅰ 類

合　　　　計

園

芸

施

設

ガ
ラ
ス
室

畑
　
　
作
　
　
物

大 豆

共 済 掛 金

半 相 殺

全 相 殺

Ⅴ 類



（２）任意共済事業の規模

手持共済掛金

   Ｄ＝

共済目的 Ｂ Ｃ    Ａ－(Ｂ－Ｃ)

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

16,480 棟 16,342 棟 121,270,000 360,414 249,623 110,791 154,022 36,241 131,842

火 災 72,510 棟 72,296 棟 907,930,000 701,621 386,045 315,576 210,087 85,001 260,959

計 88,990 棟 88,638 棟 1,029,200,000 1,062,035 635,668 426,367 364,109 121,242 392,801

総 合 8,594 台 8,499 台 21,193,000 98,653 66,529 32,124

火 災 787 台 764 台 979,000 1,816 1,204 612

更 新 0 台 0 台 0 0 0 0

計 9,381 台 9,263 台 22,172,000 100,469 67,733 32,736

1,051,372,000 1,162,504 703,401 459,103 364,109 121,242 460,534

総　合

火　災

23.53%

総合共済の地震部分　　　　　　　　50％ 40.46%

合 計

保　険　割　合　　 火災共済、総合共済の地震以外　30％
保険 手数 料率

建 物

総 合

農 機 具 - - 67,733

備　考
本年度予定 前年度実績 総　　額 共済掛金

Ａ
事務費賦課金

項  目 引　　　　　受

共 済 金 額

共 済 掛 金 、 賦 課 金
保 険 料 保 険 手 数 料



３ 引受計画と実施方策 

（１）農作物共済 

① 地域農業再生協議会と連携を図りながら水稲共済加入申込書兼変更届出書

と水稲生産実施計画書等の一体化処理を行うとともに、関係団体等と緊密に

情報共有することで、作付け状況を正確に把握して適正な引受けを行う。 

② 令和 6年度の未加入者及び令和 7年度の加入申込書未提出者に対し、無保

険者とならないよう戸別訪問等により、災害リスクの備えは農業保険への加

入が基本となることを十分に説明し、積極的な加入推進を行う。 

③ 青色申告者には収入保険を優先的に推進するとともに、全量をＪＡ等に出

荷している農業者について、品質方式等資格者には、品質低下による損失も

補塡できる品質方式等の周知と普及に努め、全相殺方式資格者には、乾燥調

製受託者データにより収穫量を把握する施設計量全相殺方式を推進する。ま

た、乾燥調製を自身で行い、確定申告関係書類により収穫量が確認できる場

合は、帳簿全相殺方式を推進する。 

④ 令和 7年産で半相殺方式の加入者には、全相殺方式及び品質方式等の制度

内容について、あらためて周知を行うとともに、引き続き、乾燥調製作業を

委託している加入者の委託先把握や、帳簿全相殺方式に必要な帳簿の整備を

促し、全相殺方式及び品質方式等への移行を推進する。 

⑤ 全相殺方式及び品質方式等での加入が円滑に進むように、ＪＡ等乾燥調製

委託先と緊密に連携するなど、全相殺方式等の引受体制整備を行う。 

⑥ 共済委員会議や広報紙を通じて共済掛金等の払込期限内納入を周知徹底し、

口座振替納入への移行を推進する。また、口座振替不能者には、共済関係の

解除とならないように共済掛金等の期限内納入を促進する。 

⑦ 農業保険の共通申請サービスを活用したオンライン申請の周知及び普及に

努める。 

（２）家畜共済 

① 家畜共済の種類など家畜共済制度を丁寧に説明し、農家ニーズに即した加

入推進を行う。 

② 引受時に農家から申告があった家畜の飼養状況及び計画について、牛個体

識別情報、家畜共済事故実績等により正確に検証確認するとともに、家畜の

種類等ごとに設定した家畜の価額の評価基準を適用し、適正な引受けを行う。 

③ 継続加入や期末調整時に効率的かつ正確に引受状況を確認するため、加入



者へ牛トレーサビリティ制度に基づく届出を速やかに行うよう訪問時や広報

紙等で周知する。 

④ 県、市町の関係機関及びＪＡ、畜産協会、養豚協会等関係団体の協力を得

ながら有資格農家の把握に努めるとともに、未加入者に対しては、戸別訪問

等による制度内容の周知と加入の意思確認を行い、引受拡大を図る。 

⑤ 農業保険の共通申請サービスを活用したオンライン申請の周知及び普及に

努める。 

【家畜診療所の運営】 

① 畜産関係団体、地域の家畜診療所運営協議会及び関係獣医師等との連携を

図り、畜産農家の経営の安定と畜産振興に貢献する。 

② ＮＯＳＡＩ協会、中央畜産会及び獣医系大学等、関係団体と連携し、獣医

学生の臨床実習を積極的に受け入れるとともに、大学訪問に加え、リモート

開催等の就職説明会に出席するなどのリクルート活動を行い、新規獣医師職

員の確保に努める。 

③ 安定的な獣医療が提供できる人員を確保するため、再雇用終了職員等との

業務委託契約を結ぶ。 

④ 家畜診療所の健全な運営を維持するため、診療業務の効率化を図り、経費

の節減に努めるとともに、診療収入等の期限内徴収に努める。 

⑤ 診療体制の維持強化に努めるとともに、医療機器の更新を計画的に行い、

高度な獣医療を提供する。また、全国で開催される家畜診療技術研修会等へ

積極的に参加し、高度な家畜診療技術を習得する。 

⑥ デジタル技術を活用し、画像等を利用した遠隔診療及び診療技術の共有な

どにより新たな診療機会の提供体制の整備を行う。 

（３）果樹共済 

① 各地区生産組合及びＪＡ主催の会議等へ積極的に参加し、制度の周知を図

るとともに、市町、ＪＡ及び生産者団体等を構成員とする果樹共済事業推進

協議会を開催し、制度の普及啓発と事業推進への協力を求める。 

② 関係機関、ＪＡ及び生産者団体等の協力を得て有資格農家の栽培面積を調

査し、未加入者の資源及び栽培実態の把握に努め、戸別訪問等による制度内

容の周知と加入の意思確認を行い、引受拡大を図る。 

③ 青色申告者には収入保険を優先的に推進するとともに、青色申告者以外の

災害収入共済方式資格者には、品質低下による損失も補塡できる災害収入共



済方式の普及に努める。 

④ 有資格農業者及び収入保険へ移行した組合員等に対し、樹体共済の制度内

容を周知し、加入推進を図る。 

⑤ 果樹共済加入者の確定申告の方法や出荷先、経営上のリスクによる不安な

どを戸別訪問時に把握し、個々のニーズに応じた提案型の推進に努める。 

⑥ 農業保険の共通申請サービスを活用したオンライン申請の周知及び普及に

努める。 

（４）畑作物共済 

① 関係機関、ＪＡと連携を図り、水稲共済加入申込書兼変更届出書等の関係

書類を基に有資格農家の把握に努める。 

② 生産販売農家及び集落営農法人等の有資格者に対し、戸別訪問等による制度

の周知と加入の意思確認を行い、引受拡大を図る。 

③ 青色申告者には収入保険を優先的に推進し、全量をＪＡ等に出荷している

場合は施設計量全相殺方式を推進する。また、全量を出荷していない場合で

確定申告関係書類により収穫量が確認できるときは帳簿全相殺方式を推進す

る。 

④ 加入申込書に記載されている全耕地の現地確認を行い、栽培の実態を把握

し、適正な引受けに努める。 

⑤ 農業保険の共通申請サービスを活用したオンライン申請の周知及び普及に

努める。 

（５）園芸施設共済 

① 関係機関、ＪＡ等の協力を得て新規就農者と新設棟に係る情報を把握する

とともに、各地区で開催される生産組合等の会議に積極的に参加し、制度内

容の周知を図り、新規引受けに取組む。 

② 資源台帳の整備及び更新を継続的に行うとともに、未加入者への戸別推進

については、推進地域や対象者及び適切な推進時期を重点的に設定し、未加

入者個々の詳細な未加入理由を把握し分析することで、農家ニーズ及び実情

に合わせた効果的な加入推進を行う。 

③ 短期被覆の水稲育苗ハウスについて、被覆前に有資格農家へ重点的に加入

推進を行う。 

④ リスク啓発のチラシを配布し、多発する自然災害等に対するリスク回避の

啓発を促すことで、引受拡大に努める。 



⑤ 農業保険の共通申請サービスを活用したオンライン申請の周知及び普及に

努める。 

（６）任意共済 

① 解約理由の分析や口座残高不足による継続落ちの防止など未継続者への補

完推進を行い、加入母数の維持を図る。 

② 多発する自然災害に備えるため、オールリスクの補償ができる総合共済の

加入推進を図るとともに、地域性や農業者ニーズを踏まえ、拡充された小損

害実損塡補特約や臨時費用担保特約の付帯を推進し、共済事故に対する補償

の充実を図る。 

③ 自動継続特約を推進して、複数年継続加入率の向上を図ることにより、引

受共済金額の確保及び加入者の継続加入手続きの軽減を行う。 

④ 高額化する農機具の修理費用を補償するため、新規購入者に対し、新調達

価額で加入の推進を行うとともに、中古購入農機具についても積極的に加入

推進を行い、補償の充実を図る。 

⑤ 収入保険ではカバーできない農機具事故への補償など、収入保険加入者へ

農機具共済の周知を図り、加入推進を行う。 

⑥ 加入推進時に、支払いの対象となる事故、並びに加入者の告知義務等の制

度の仕組みや内容について、加入者へ丁寧で分かりやすい説明を行う。 

 

４ 損害評価の適正化の方策 

（１）農作物共済 

① 見回り調査を実施し、関係機関、ＪＡ等の関係団体と連携を図りながら被

害発生状況の早期把握に努め、加入者からの適期被害申告の周知徹底を図る

とともに、適正な評価体制を整え、適期の損害評価を実施する。 

② 損害評価員等を対象に損害評価現地研修会を開催し、評価方法及び評価眼

の統一を図り、適正公平な損害評価の実施に努める。また、共済事故以外の

原因による減収等については、分割評価基準の的確な適用を徹底する。 

③ ＪＡ等からの出荷資料や、確定申告関係書類の早期の取得に努め、全相殺

方式等に係る適正かつ円滑な損害評価事務を行う。 

④ 高温障害による登熟不良等被害の発生見込みを早期に把握するため、生産

者、関係機関、ＪＡ等との情報共有に努め、かつ収穫前判定システムの適切

な運用を行い、危険情報が出た場合は、関係機関、関係団体と連携して早期



に加入者へ周知する。 

（２）家畜共済 

① 事故家畜の個体情報及び適用する共済関係等が効率的に確認できるよう、

牛個体識別情報の定期的な取得・更新を行う。 

② 死亡廃用共済については、事故発生時に支所等と家畜診療所の連携による

効率的な事故確認に努め、廃用事故認定基準細則及び免責基準を遵守した適

正な損害評価を行う。 

③ 疾病傷害共済については、病傷事故給付基準等に基づき、形式審査、内容

審査を適正に行う。内容審査は家畜診療所獣医師職員が、給付基準等を統一

的に適用し集合審査・巡回審査・分散審査を行う。 

④ 画像による死亡事故確認を計画的に推進し、農家の利便性を高め、合わせ

て損害認定の効率化を図る。 

（３）果樹共済 

① 被害発生の都度速やかに見回り調査を実施し、関係機関等と連携し被害状

況の早期把握に努め、加入者からの適期被害申告の周知徹底を図り、適期の

損害評価を実施する。 

② 台風等の大災害の発生に備えるため損害評価体制を整備し、加入者からの

被害申告に基づき、迅速かつ適正な損害評価に努める。 

③ 損害評価現地研修会を開催し、評価方法、評価眼の統一を図り評価技術の

向上に努める。また、共済事故以外の原因による減収等については、分割評

価基準の的確な適用を徹底する。 

（４）畑作物共済 

① 定期的な見回り調査に加え、被害発生の都度速やかに見回り調査を実施し、

生育状況及び被害状況の早期把握、加入者からの適期被害申告の周知徹底を

図る。 

② 損害評価現地研修会を開催し、評価方法、評価眼の統一を図り、適正公平

な損害評価の実施に努める。また、共済事故以外の原因による減収等につい

ては、分割評価基準の的確な適用を徹底する。 

③ ＪＡ等からの出荷資料や、確定申告関係書類の早期の取得に努め、全相殺

方式に係る適正かつ円滑な損害評価事務を行う。 

（５）園芸施設共済 

① 加入者からの事故発生通知及び異動通知が遅滞なく行われるよう、加入証



券送付時や農家訪問時、組合広報紙やＳＮＳ等を活用し周知する。 

② 共済事故発生時に、迅速かつ適正な現地損害評価が行える体制を整えてお

くとともに、被害が広範囲に発生した場合は、関係団体と連携を図り、被害

状況を迅速、的確に把握し、共済金の早期支払いに努める。 

③ 損害評価現地研修会を開催し、評価技術の向上及び損害評価事務の適正化

を図る。 

④ 新たに導入された特定園芸施設等の画像による損害評価について、組合員

への周知及び普及に努める。 

（６）任意共済 

① 罹災時の事故発生通知が、加入者から速やかに行われるよう、共済委員会

議及び加入証券送付時に周知するとともに、落雷・積雪のシーズンや農繁期

前には組合広報紙やＳＮＳ等を活用し周知を図る。 

② 職員の損害評価技術の向上のため、損害評価研修会、事務講習会を開催し

て知識の習得、向上を図り、加入者への説明力を高める。また、地震等の大

規模自然災害に備えて開催される中国地区地震災害損害評価研修会及び損害

評価技術研修会等に出席して、一層の知識・技術向上を図る。 

③ 反社会的勢力との一切の関係を排除するとともに、原因不明、不審火など

モラルリスクに関わる可能性のあるものに適切に対応するため、関係機関、

団体と連携を強化し、適正な共済金の支払いに努める。 

 

５ 損害防止事業の実施計画 

（１）鳥獣被害対策として、情報の提供を行うとともに侵入防止資材「防護ネット

（使用済のり網）」の取扱いを行う。 

（２）果樹共済加入者を対象に、病虫害対策として防除薬剤費の一部助成を行う。 

（３）野生鳥獣被害対策協議会等へ参画し、市町等関係機関と情報共有を図り、一

体となって鳥獣被害対策に努める。また、鳥獣被害対策アドバイザースキルア

ップ研修会等に参加し、習得した知識を農家訪問時や損害評価員会議等で広め

るとともに、組合員へ適切なアドバイス等ができるような体制づくりに取組み、

農家自身による獣害対策の効果向上の支援に努める。 

（４）家畜共済特定損害防止事業を効果的に実施し、事故の未然防止を図る。 

（５）家畜共済一般損害防止事業として家畜共済事故低減指導事業及び家畜共済疾

病予防事業を行い、農家の損害の低減を図る。 



６ 農業経営収入保険の推進 

（１）関係機関等からの農業者情報や地域性を踏まえて、対象者を明確化し推進体

制を再構築するとともに、地域や品目等を絞り効率的な加入推進を図る。 

   また、未加入農業者の詳細な理由の把握や分析を行い、その理由に応じた具

体的な提案を行うなど、実態に即した加入推進に努める。 

（２）青色申告者に対し、自動継続特約や農業保険の共通申請サービスを活用した

オンライン申請の利点（付加保険料負担軽減等）を周知し、加入推進に取組む。 

（３）広島県農業保険推進協議会を活用し、構成団体等が主催する研修会等に参加

して、制度内容を周知し加入拡大に努める。 

 

７ 執行体制の整備 

（１）事務執行体制の整備方法 

① 理事会の開催 

理事会運営規則に基づき毎四半期各 1回、また必要に応じて随時開催し、

組合運営上の主要事項及び事業の実施方策等を審議決定する。 

また、理事会委員会運営規則に基づき、組合の業務及び事業に関する特定

の案件について検討するため、総務委員会及び事業委員会を必要に応じて開

催する。 

② 監事会の開催及び監事監査の実施 

監事会は監査の方針、監査計画等を協議するため、原則として年 2回、そ

の他必要に応じて開催する。また、監事監査規則に基づき、財産の状況及び

業務執行状況を監査することにより、組合運営の健全化を図る。 

③ 内部管理態勢の整備 

監事による中間監査及び決算監査の定時監査と、必要に応じた臨時監査の

実施に加え、内部監査規程に基づく全部署を対象とする年 2回の定期監査及

び必要に応じた臨時監査を実施する。 

④ コンプライアンス態勢の整備 

コンプライアンス・プログラムの確実な実施により、内部管理態勢の充実・

強化を図る。また、虚偽の引受けの防止及び金融犯罪から組合員の財産を保

護する観点から、共済掛金等の納入方法は口座振替を基本とした現金以外の

方法とし、現金による方法からの移行を促進させるとともに、適切な共済掛

金等の徴収事務に努める。 



（２）共済委員等の設置及び職務 

① 集落ごとに共済委員を委嘱し、組合員と組合の連絡業務及び事業推進等の

協力を依頼する。 

② 共済委員は、支所又は地域ごとに設置されているＮＯＳＡＩ部長会と連携

し、組合との接点強化を図る。 

（３）職制及び職員の配置計画 

参事統轄のもと、農家組合員のニーズに応えるとともに事業計画達成のため、

職員の適正配置により円滑な事業運営に努める。 

機構体制として次表のとおり、本所は、監査室、総務部、事業部、家畜部の

1 室 3 部 6 課、支所等については 4 支所 2 出張所 1 連絡所、家畜臨床研修所並

びに 5家畜診療所とする。 

本 所 人数 支所等 人数 家畜診療所等 人数 

参事 1 人 北広島支所 18 人 家畜臨床研修所 2 人 

監査室 3 人  廿日市出張所 9 人 東広島家畜診療所 4 人 

総務部長 1 人 東広島支所 18 人 北広島家畜診療所 7 人 

総務課 7 人  江田島連絡所 2 人 府中家畜診療所 7 人 

企画情報課 6 人 福山支所 16 人 庄原家畜診療所 5 人 

事業部長 1 人  府中出張所 7 人 三次家畜診療所 3 人 

収穫園芸課 5 人 三次支所 18 人    

建物農機具課 4 人       

収入保険課 3 人       

家畜部長 1 人       

家畜課 4 人       

計 36 人 計 88 人 計 28 人 

（４）「未来へつなぐ」サポート運動の推進 

運動目標である「安心をすべての農家に届けよう」を遂行するため、農業経

営の基幹的なセーフティネットとしての農業保険を農業の生産現場により深く

浸透し、地域の特性や各農家の経営・生活実態に即した加入推進に取組む。 

（５）役職員研修等の実施 

役職員の資質向上及びコンプライアンスを重視した各種研修会を開催する。

また、各種講習会等を開催し関係法令等の専門的知識の習得と倫理意識の高揚

に努める。 



さらに、ＮＯＳＡＩ協会や農林水産省等が主催する研修会等へ職員を計画的

に参加させ、人材育成の強化を図る。 

 

８ 広報関係 

（１）組合広報紙を年 4回発行し、組合情報や事業内容等の情報提供を行い、農業

保険制度の普及・定着に努める。ホームページやＳＮＳ（交流サイト）を活用

し、組合からの情報を分かりやすくタイムリーに発信するとともに、適切な情

報開示と説明責任を果たす。また、組合や農業保険制度に対する意見・要望を

聴くため、組合広報紙とホームページの広聴機能の充実を図る。 

（２）役職員が、農業共済新聞を発行する意義や果たす役割の認識を共有し、大型

農家、農業法人、収入保険加入農業者等への訪問機会に購読奨励を行う。基礎

組織の未購読者に対しては、面談・訪問・共済委員会議等、あらゆる機会を捉

えて、農業共済新聞の購読を奨励し、普及拡大に努める。 

（３）広報委員会議を定期的に開催し、制度内容等を効果的にＰＲするための広報

推進体制の強化を図る。 

 

９ 事務機械化関係 

（１）セキュリティポリシーに基づき、組合が取扱う情報やこれらを管理する情報

機器等の情報資産に対する安全対策の強化と適正な安全管理に努める。 

（２）情報セキュリティの重要性について、研修会等を通じ、職員の共通認識の徹

底を図る。 

（３）令和 7年度にメーカーサポートが終了するサーバ機器等を更新し、農業保険

システムのＷｅｂ化を踏まえた、安全かつ安定した環境を構築する。 

（４）令和 8年度からＷｅｂ化となる農業保険システムの円滑な移行と本格運用へ

向けたデータの整備を行う。 

（５）補助システムを充実し、Ｗｅｂ化に対応した画一的な事務処理による適正化・

効率化を図る。 

（６）収入保険制度と農業共済制度の加入者情報を連携させ、効率的な組合員等情

報の管理を行う。 

（７）農業共済制度の改正に伴うシステム改修に対応するとともに、システムの安

定稼動に努める。 

（８）グループウェアを有効活用し、各部署及び支所間の情報共有と管理業務の効



率化・合理化を図る。 

（９）農業保険の共通申請サービス、家畜の画像を利用した死亡確認や特定園芸施

設等の画像による損害評価など新しいサービスに対応した環境の整備を行う。 

 

10 損害防止事業実施要領 

（１）家畜共済事故低減指導事業実施要領 

（２）家畜共済疾病予防事業実施要領 

（３）果樹共済損害防止事業助成金交付要領 

 

11 事業奨励要領 

（１）任意共済事業推進奨励金交付要領 

 

12 予算統制の方策 

事業計画に則った事業の完全実施及び余裕金運用の基本方針に基づき、余裕金

の安全かつ確実な運用により収入の確保に努める。また、予算執行にあたっては、

定期的に予算執行状況の検証を行い、業務運営のより一層の合理化・効率化を図

り、徹底した業務経費の抑制に努め、支出計画に基づき適正に執行する。 
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